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平成２６年（ワ）第９８２５号 

原 告  関 千枝子外２７２名   

被 告  国 外２名 

準備書面２ 

                       ２０１５年３月２日 

 

東京地方裁判所民事第６部合議Ａ係 御中 

 

原告ら訴訟代理人弁護士 木 村 庸 五 

   同 上 弁護士 井 堀   哲 外 

 

 

はじめに 

 

本書面は，はじめに本件参拝及び参拝受入行為と密接に関連する安倍政

権（被告国及び被告安倍）の近時の動向（戦争準備行為）について述べ，

本件訴訟のテーマである靖国問題の現在の状況について述べる（第１）。 

そして，本件訴訟の事案の解明に不可欠な事項について行った求釈明に

対して，被告らがこぞって不誠実・不合理な回答をしているので，改めて

釈明に応じる必要性を述べて，裁判所の強い訴訟指揮を促す（第２）。 

その後，被告らの答弁書（被告靖國神社については第 1 準備書面も含む）

について，概括的な反論を行う（第３ないし第９）。 
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第１ 被告国及び被告安倍の戦争遂行体制の構築 

 

１ 被告国及び被告安倍の戦争国家への物理的準備 

被告らが，本件参拝及び本件参拝受入によって戦争の精神的バックボー

ンを整える一方で，被告安倍及び安倍政権（すなわち被告国）は，被告安

倍の靖國参拝以降，戦争国家への物理的な準備行為を加速し着々と進めて

いる。 

（１）集団的自衛権の行使を具体化する法整備 

被告安倍が靖國神社を参拝した 2013 年 12 月 26 日をはさみ，国会では，

官邸主導型の戦争政策の根幹ともいえる「国家安全保障会議（日本版 NSC)」

の成立（毎日新聞 2013 年 11.28 3 面），「特定秘密の保護に関する法律

（秘密保護法）」の成立（同 2013.12.6 1 面）と続き，翌 2014 年 1 月に

は「国家安全保障局」が発足した（毎日新聞 2014.1.8 1 面）。そして，

同年 4 月には「武器輸出三原則」が，「防衛装備移転三原則」へと名称変

更し，前者の実質廃止が閣議決定された（毎日新聞 2014.4.1 1 面）。さ

らに 7 月，「集団的自衛権」の行使容認を閣議決定した（毎日新聞 2014.7.2 

1 面）。 

そして現在，「集団的自衛権」の行使のための具体的な法整備の検討が

進行している。すなわち周辺事態法の改正，国連平和維持活動（ＰＫＯ）

協力法の改正，自衛隊の海外派遣のための恒久法の制定等を通じて，「周

辺事態」という地理的制約の撤廃，国連安保理の決議を経ずに自衛隊派兵

を可能とする，「武器使用」に関する制約や防護対象国の制約を削除ある

いは緩和するなどの方針が政府与党の方針として連日報道されている。 

（２）武器の輸出及び兵器の共同開発 

また，武器輸出・兵器共同開発の動きも留まるところを知らない。武器

輸出については，閣議決定からわずか２ヶ月後には，パリで開催された世
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界最大規模といわれる「国際兵器展示会」に，防衛省および三菱重工など

の大手兵器企業十数社が出展し（毎日新聞 2014.6.17 2 面），会場には防

衛省・経産省からも人員が派遣され，官民一体で海外輸出に向けたアピー

ルを開始した。 

また被告安倍は，頻繁に外国訪問を繰り返して首脳会談を行っているが，

その多くは大企業関係者，特に軍事関連企業を引き連れた「トップ・セー

ルス」外交である。2014 年以降だけでも，オーストラリア，イギリス，フ

ランス，イスラエル，インド等々の首脳陣と軍事協力・兵器輸出および兵

器の共同開発を協議し，具体的な武器輸出のための交渉を繰り広げている

（毎日新聞 2014.1.10 2 面，7.9 1 面，9.3 15 面）。 

２０１４年１２月には，武器輸出企業への支援金制度を創設し，武器輸

入国への資金援助制度の検討を始めている。産業界の軍事化は政府の援助

により具体的に進んでいる。 

このように被告国及び被告安倍は，武器輸出・兵器共同開発の動きを加

速させて，戦争国家への物理的準備を進めている。 

 

２ 死者を利用した「犠牲と戦争」のサイクルの確立 

上記のような被告国及び被告安倍の集団的自衛権行使に向けた法整備，

武器輸出・兵器協力開発の動きは，紛争当事国ないしその関係国を支援す

るものであり，これらの国と軍事的に敵対関係にある国家ないし軍事勢力

との敵対関係を表明するものと見なされる。その結果，海外に駐留ないし

渡航する国民が日本人というだけで，これらの国家ないし軍事勢力の標的

にされるという新たな事態が発生している。 

かかる事態は，２０１４年秋から本年１月にかけて起こった「イスラム

国」（IS)による日本人二人の人質事件及び人質二人がともに殺害される

という衝撃的な顛末によってより顕著なものになった。被告国及び被告安
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倍は，二人の日本人が人質として拘束されていることを把握していたにも

かかわらず，IS と敵対するエジプトやヨルダンへの資金援助を公言して軍

事的な協調関係を表明し，イスラエルにおいても軍事的な友好関係を強調

した。これらの被告国及び被告安倍の官邸主導「外交」が二人の人質を戦

闘地で死なせたのである。にもかかわらず，被告安倍は二人の人質の死に

際して「日本がテロに屈することは決してない。」「テロと戦う国際社会

において，日本としての責任を毅然（きぜん）として果たしていく。」な

どと述べて「テロとの戦い」を強調した。 

すなわち被告安倍及び被告国は，自らの「軍事支援」政策によって国民

の生命を危険にさらし，国民が犠牲になると「テロとの戦い」等と称して

上記「軍事支援」行為を正当化している。つまり軍事支援→国民の犠牲→

軍事支援の正当化＝聖戦→新たな国民の犠牲，という「犠牲と戦争」のサ

イクルを確立しようとしている。 

軍事国家への傾斜によって緊張を高め，緊張の高まりを理由にさらなる

軍事強化を進め，国際紛争を誘発して犠牲者を作り出し，犠牲者の存在を

テコに更なる国際紛争に邁進していく上記サイクルは，まさに靖國神社に

よる犠牲のシステムとシンクロする。 

上記の事実から明らかなように，上記「犠牲と戦争」のサイクルは，無

謀な国策の犠牲者を顕彰・讃美する被告らの本件参拝及び本件参拝受入に

よって完成するのである。 

 

３ 教育への不当な介入行為 

被告安倍の靖國神社参拝及び被告靖國神社の参拝受入は，戦争を賛美し，

国のために命を落とすことを奨励する効果を有することは縷々述べた。か

かる首相の靖國神社参拝と並行して，被告国及び被告安倍は教育に対する

不当な介入行為を繰り返し，戦争に対する精神面での準備行為を着実に進
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めている。 

すなわち，戦争は，殺し殺されることを前提とした命令に従う国民なし

ではなしえない。そのためには教育によって，生死にかかわるところで人

を序列化し，戦時に必要な道徳や価値観を浸透させなくてはならない。上

記の理はかつて戦時下の日本では学校教育がその多くを担ったことから

も明らかである。そして現在，愛国心と道徳教育，教科書検定，教育委員

会等と，政府の意向に沿った再編が繰り返され，上意下達方式の教育が横

行している。 

2014 年 1 月，文部科学省は，教科書で近現代史を扱う際に政府見解を明

記することを求める内容に検定基準を変えた（毎日新聞 2014.1.17（夕） 8

面）。同年 6 月には，教育長と教育委員長を統合させ，その教育長を首長

が任免するという，首長・教育長の権限が強化される教育改革法が成立し

た（毎日新聞 2014.6.14 2 面）。 

教科書からは「従軍慰安婦」「強制連行」という言葉が削除されるよう

な事態もさらに進んでいる。この事態を憂慮する日本弁護士連合会は「教

科書検定基準及び教科用図書検定審査要項の改定並びに教科書採択に対

する意見書」を提出した（2014 年 12 月）。 

さらに，戦死者を顕彰し神として祭る，戦争遂行の思想と一体である靖

國神社を，総理大臣のみならず，閣僚，議員たちが「みんなで靖國神社を

参拝する国会議員の会」などと称し大挙して（２０１４年靖國神社秋の例

大祭では，議員本人参拝１１１名，代理参拝８０名，計１９１名  「英

霊にこたえる会」ＨＰ」より）参拝してみせること自体が，一つの戦争教

育といえる。すなわち，被告安倍の本件参拝をはじめ，その余の政治家ら

の靖國神社への参拝及び被告靖國神社の参拝受入が，過去の侵略戦争と植

民地支配を肯定し，国家の命令には，生死に関わることでさえ従うことを

美徳とするものであり，換言すれば平和と平等のなかで人権を尊重されて
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生きることを否定し，思想・信条，信教の自由，表現の自由，民主主義を

否定する教育であって戦争政策の一環なのである。 

 

４ 小括 

上記のように，本件参拝及び本件参拝受入によって整えた戦争讃美の精

神的基盤をてこに，被告国及び被告安倍は，戦争遂行のためのサイクルを

凄まじいスピードで構築している。 

 

 

第２ 求釈明に対する被告らの回答に対して 

 

１ 被告 靖國神 社第 ２準 備書 面に 対す る反 論 

（１）被告靖國神社は，被告安倍から事前に参拝する意向が伝えられてい

たことは認めているのであるから，詳細について釈明する必要はないと主

張する。 

しかしながら，本件訴訟において，原告らは，被告安倍と被告靖國神社

の共同不法行為を主張している。その共同不法行為について，被告安倍と

被告靖國神社がどのような認識を共有していたかどうかは，共同不法行為

の共同性を推認させる重要な間接事実である。そうであれば，単に，「参

拝に先立って被告靖國神社に対し参拝する意向を伝えた」との事実だけで

は足りず，被告安倍からいつ，何回，どのような要請が被告靖國神社に対

してなされ，それらに対して被告靖國神社がどのように対応したのかが，

きわめて重要な意味を持つのである。 

たとえば，連絡を参拝の何日も前から何回にもわたって行なっていたの

だとすれば，それだけ，被告靖國神社も被告安倍の参拝行為を受け入れる

体勢を整えることが可能となり，本件参拝行為の受け入れ行為を周到に準
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備することが可能となるのである。 

また，連絡の内容として，たとえば，被告安倍が参拝を行なうときに一

般参拝客の昇殿の参拝を一時的に制限するように伝えたのか，「内閣総理

大臣 安倍晋三」と書かれた札のある献花を用意するように伝えたのかな

どといった点は，被告安倍の故意・過失，本件参拝行為の職務行為性にも

関わる事項であると同時に，本件参拝行為の共同不法行為性を裏付ける事

実である。 

そして，被告靖國神社がこれらの連絡を受けて，どのように行動したの

かについては，まさしく，被告靖國神社と被告安倍の共同不法行為の成立

の有無に関わる事実である。 

よって，原告らは，被告靖國神社に対し，靖國神社への参拝についての

事前の連絡に関して，①当該連絡の時期，②回数，③連絡の具体的内容（各

回毎），④③の各連絡に対して被告靖國神社がどのように対応したのか，

改めて釈明を求める。 

（２）被告靖國神社は，二拝二拍手一拝が多くの神社で用いられている標

準的な参拝方法であると主張している。しかし，東京都神社庁のホームペ

ージによれば，「参拝の作法」という項目で，二拝二拍手一拝が「正しい

作法」であるとされている。この記載と，被告靖國神社の二拝二拍手一拝

が「標準的な参拝方法」であるとの主張はいかなる関係になるのか，被告

靖國神社の主張を前提にした場合，「正式な参拝方法」とはいかなる参拝

方法なのか，改めて明らかにされたい。 

（３）原告らは，準備書面（１）において，「献花料」と「玉ぐし料」の

宗教的意味合いの違いについての釈明を求めたが，被告靖國神社は，それ

についての釈明を行なっていない。よって，原告らは，改めて，被告靖國

神社に対して，「玉串料」と「献花料」の宗教的な意味づけの違いの釈明

を求める。 
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また，既に述べたことではあるが，献花に「内閣総理大臣 安倍晋三」

と書かれた名札がついていたが，誰が，このような肩書き付きの名札をつ

けるように指示したのか，実際に名札を用意したのは誰なのか。仮に，被

告安倍からの指示であったとするのであれば，被告安倍において，本件参

拝行為を内閣総理大臣としての職務行為として行なっていたことを裏付

ける重要な事実である。このように，献花の名札についての指示は，本件

参拝行為の職務行為性にも関わる事実であるので，明らかにされるよう

に，再度強く求める。 

（４）被告靖國神社は，祭祀を行なう都合等から，昇殿参拝行為を一時的

に制限することは日常的にあると主張するが，原告が問題としているの

は，今回のように，特定の人物が参拝するにあたって，他の参拝客の昇殿

参拝行為を制限したことはあるのか，といった点である。 

あるとすれば誰が参拝したときにかかる措置を行ったのか，その日時，

その人物にかかる措置をとった理由等を具体的に明らかにされたい。 

 

２ 被告国 第１ 準備 書面 に対 する 反論  

（１）被告国は，本件の争点の判断に必要な範囲で認否は既に行なってい

ると主張する。 

しかしながら，被告国は，原告が訴状２８頁以下で主張する被告安倍の

参拝の態様について，たとえば，事前に関係各国や石破幹事長，額賀衆議

院議員，山口公明党代表などに参拝する意向を伝えたこと，徳川康久宮司

の出迎えを受けたこと，鎮霊社を参拝したことなどの認否を行なっていな

い。これらの事実は，被告安倍の職務行為性，被告安倍と被告靖國神社の

共同不法行為性，政教分離原則違反に該当するか否かについて，大きな影

響を与える事実である。 

また，被告国には，「そのような報道があることは認める」と他人事で
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あるかのような認否をしている部分が散見されるが，原告が問題としてい

るのは，その報道内容の事実の存否であって，報道の存否ではない。すな

わち，原告らが問題としているのは，報道の内容となっている事実の存否

であって，その点について，被告国は，明らかにしていないのである。原

告らは被告国の真摯な訴訟活動を求め，充実した審理を期待する。 

言うまでもなく，訴訟における審理は，小前提たる事実関係を大前提た

る法規範にあてはめ，結論を導き出すという行為である。そのため，事実

関係の確定は，結論を導き出すための基礎となるものであり，訴訟の審理

において最も基本的でかつ重要な行為である。 

しかしながら，現在のような被告らの認否では，事実関係が少しも明瞭

にはならず，訴訟の円滑な進行に障害を及ぼすことは明らかである。 

そこで，事実関係を明瞭にし，適正・円滑な訴訟進行を実現するため，

被告国に対し，原告が訴状で主張した本件参拝行為について，詳細な認否

を行うことを改めて求める。 

 

３ 被告安 倍準 備書 面（ １） に対 する 反論  

（１）被告安倍は，参拝に先立って被告靖國神社に対し参拝する意向を伝

えたことは認めるとの認否を行なっており，釈明がなければ本件訴訟関

係が明確にならないということはない，と主張する。 

しかしながら，本件訴訟において，原告らは，被告安倍と被告靖國神

社の共同不法行為を主張している。その共同不法行為について，被告安

倍と被告靖國神社がどのような認識を共有していたかどうかは，共同不

法行為の共同性を推認させる重要な間接事実である。そうであれば，単

に，「参拝に先立って被告靖國神社に対し参拝する意向を伝えた」との

事実だけでは足りず，被告安倍からいつ，何回，どのような要請が被告

靖國神社に対してなされ，それらに対して被告靖國神社がどのように対
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応したのかが，きわめて重要な意味を持つのである。 

よって，原告らは，被告安部に対し，靖國神社への参拝についての事

前の連絡に関して，①当該連絡の時期，②回数，③連絡の具体的内容（各

回毎），④③の各連絡に対して被告靖國神社がどのように対応したのか，

改めて釈明を求める。 

被告らは，明らかに自ら関与し知悉している事実についても認否を真

摯に行おうとせず，事実を隠そうとしているかのように見える。これは

被告らの社会的地位から見ても極めて遺憾なことである。このような信

義則に反する訴訟対応をし誠実な事実の認否を拒む被告に対しては原告

の主張事実を認めたものとみなすべきである。 

（２）被告安倍は，参拝の職務行為性は，被告安倍との関係では要件事実

にはならず，釈明の要はないと主張する。原告らは，訴状で主張したよ

うに（４９頁），国家賠償法１条１項上の要件が成立する場合であって

も，被告安倍の個人責任が成立する余地があるものであるし，たとえ民

法７０９条の要件とはなっていなくとも，釈明を行うべきであると考え

る。 

一方，被告安倍の主張を前提にすると，職務行為性の有無，すなわち

公権力の行使の要素が存在した場合は，被告安倍は個人責任を負わない

ということになる（被告安倍答弁書７頁～８頁）。そのような見解を原

告は支持するものではないが，被告安倍の主張を前提としても，職務行

為性の有無は，被告安倍が個人責任を負うか否かにおいて，重要な判断

要素となることは，明らかである。 

よって，被告安倍にとって，職務行為性の有無は，重要な事実であり，

釈明の要がないということはあり得ないのであるから，直ちに詳細な釈

明を行うように求める。 

（３）被告安倍において，本件参拝を行なうことをいつ決定したのか，閣
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議等で話題に上ったのか，その決定をたとえば関係省庁や野党，警察，

メディアなどに伝達したのか，したとするのであれば，いつ，どこに伝

達したのかなど，事前の連絡についての詳細も明らかにしていない。 

これらは，被告安倍の本件参拝行為が職務行為といえるのか，被告安

倍の故意・過失にも関わる事項であるので，明らかにするよう強く求め

る。 

（４）被告安倍は，「被告安倍を出迎えた者が徳川宮司であったとの点

は不知」や「参拝の際に坂明夫祭祀部長らが先導，同行したことなど被

告靖國神社側の行動については不知」といった認否を撤回して更に認否

を明らかにしなければ訴訟関係が明瞭にならないということはなく，釈

明の要はないと主張する。 

しかし，原告らは，訴訟関係を明瞭にするためだけに上記認否を撤回

せよと主張しているのではなく，被告安倍を出迎えた者や参拝の際に先

導，同行した者について，被告安倍が不知であるはずはなく，不合理な

認否であるので撤回せよと主張しているのである。すなわち，被告安倍

は，意図的に虚偽の答弁を行っているのであって，訴訟法上の信義誠実

義務に反する行為を行っているのであって，そのような訴訟態度は断じ

て許されない。 

よって，原告らは，被告安倍に対し，改めて上記認否を撤回して速や

かに事実関係を明らかにするよう求める。 

 

 

第３ 訴えの利益について 

１ 本件参拝の違憲確認を求める利益があることについて 

（１）被告国及び同靖國神社の主張 

被告国は，①原告らの各請求が政教分離違反（憲法２０条３項等）の
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主張に尽きるから原告らの法的地位に関わることのない法律関係の確認

である，②本件参拝の違憲確認請求は，過去の事実行為乃至法律関係で

あって，原告らが損害賠償請求をしていることことに鑑みると，紛争解

決の抜本的な解決のために最も適切かつ必要とは言えない旨主張する

（被告国答弁書４頁ないし６頁）。被告靖國も同趣旨の主張をする（被

告靖國答弁書２頁ないし３頁）。 

（２）原告らの反論 

しかし，原告らの主張は，政教分離違反に限定されるものではないか

ら，被告国の主張はその前提を欠いており失当である（①について）。 

また，本件訴訟の目的の１つは，被告安倍が組閣する安倍政権（すな

わち被告国）による憲法違反行為が繰り返されることを防止することに

あるところ，損害賠償請求が認容されただけでは上記目的は達成されな

い。むしろ，本件参拝及び本件参拝受入行為の違憲確認判決がなされる

ことによって，被告らによる政教分離違反行為の悪質性が白日の下にさ

らされかつ抑制され，紛争の抜本的解決に資するものである。 

さらに，裁判所が，憲法判断に立ち入らずに損害賠償請求を認容する

ような場合には判決においては違憲確認がなされない可能性があるので

あるから，この点においても本件参拝及び参拝受入の違憲確認を求める

利益はあると言うべきである（以上 ②について）。 

以上の通りであるから，被告らの主張は失当である。 

 

 

第４ 本件参拝は公務員の職務行為として行われたものであること 

 

１ 被告らの主張 

被告らは，①参拝行為は純然たる私的行為であり被告安倍個人に保障さ
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れる信教の自由の範疇に属する事柄であること，②被告安倍本人の意思お

よび判断，③政府による本件参拝の位置付け，④被告安倍が献花料１０万

円を私費で支払ったことなどから，本件参拝は被告安倍が私人の立場で行

ったものであり，⑤このことは，神社等への参拝行為が内閣総理大臣とし

ての資格で行われたか否かを区別する基準に係る政府統一見解に照らし

ても明らかである（以上，被告国答弁書２２頁ないし２５頁，被告安倍答

弁書１０頁ないし１４頁）。 

しかし，被告らの主張は，下記に述べるとおり失当である。 

 

２ 原告らの主張 

（１）本件参拝の性質は客観的外形的に判断されるべきである 

 国家賠償法上「職務を行うについて」と言いうるか否かは，公務員が

主観的に権限行使の意図をもってする場合に限らず，客観的に職務執

行の外形を備える行為であればこれに当たるというべきである。この

ように，公務員の行為が国家賠償法上の職務行為に当たるか否かの判

断が客観的外形的になされるべきであることは，累次の判例に照らし

ても明らかである（最判昭和３１年１１月３０日・民集１０巻１１号

１５０２頁）。 

 被告らは，被告安倍本人の意思および判断や，政府による本件参拝の

位置付けなどをもって，職務行為に当たらない根拠の一つとするようで

あるが（前記②および③），職務行為性についての基本的な理解を誤っ

ているというべきである。 

（２）被告安倍の信教の自由と職務行為性の有無は無関係である 

 被告らは，被告安倍に信教の自由が保障されることを理由に，本件参

拝が私的参拝であり職務行為性を欠くことの根拠の一つとしているが

（前記①），そもそも，本件参拝が被告安倍の信教の自由に属するか否
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かは，本件参拝の職務行為性の有無とは無関係である。 

 また，被告安倍が内閣総理大臣たる職にある以上，その職務上の立場

から，政教分離や信教の自由を定めた日本国憲法を遵守しなければなら

ないことは当然であり，その範囲で，被告安倍個人の私的な側面におい

て信教の自由が制約されるのは当然である。このことは，憲法上予定さ

れたものであって，被告安倍の信教の自由が本件参拝の職務行為性を否

定する理由とならないことは明らかである。 

（３）献花料１０万円以外の事実はむしろ職務行為性を基礎付けている 

 被告らは，本件参拝のうち，献花料１０万円を私費によって支払った

ことを私的参拝であり職務行為性を欠くことの根拠としているが（前記

④），原告らは，当該事実を否認する。そもそも，献花には内閣総理大

臣安倍晋三と記された札が立てられているのであって，客観的に見れば

公費によって支出したとの外観が顕著であるというべきである。 

 その上で，本件参拝においては，神道の形式に則った参拝を行ってい

ること，「内閣総理大臣安倍晋三」と記帳していること，公用車を利用

していること等，客観的外形的に見て私的参拝ではなく職務行為性のあ

るものというべき多数の事実が存在するのであって，かかる評価を覆す

ことは困難である。 

（４）政府統一見解は職務行為性を欠くことの理由とならない 

 被告らは，これまでに繰り返し述べられてきた政府統一見解に沿った

ものであることを理由に，本件参拝が職務行為性を欠くものと主張して

いるが（前記⑤），全く理由となるものではない。 

 すなわち，その意味において（１）に述べたとおり，職務行為性は客

観的外形的に判断されなければならないところ，そもそも政府統一見解

などというものは，政府の主観的意図を説明するものに過ぎず，何ら理

由とならない。憲法によって縛られる政府が自ら都合のよい憲法解釈を
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しているからといって，それによって違憲性がなくなったり弱まったり

するものではない。 

 のみならず，被告らの主張する政府統一見解のもとで繰り返されてき

た，歴代内閣総理大臣による靖國神社参拝が，幾つもの裁判例において

違憲の疑いがあると判断されてきた事実を全く無視している。過去に，

首相による靖國神社参拝を合憲であると認めた裁判例は一つも存在せ

ず，違憲あるいは違憲の疑いがあると判断した裁判例が積み重なってい

る以上，政府統一見解自体が憲法の趣旨に沿ったものであるか否かが問

われるべきなのであって，これらの裁判所の判断を無視した政府統一見

解に固執することには何らの正当性がない。 

 

３ 小括 

 したがって，本件参拝は公務員の職務行為として行われたものであるこ

とは明らかである。 

 なお，今後，さらに具体的な本件参拝の大要を主張し，また，それに対

する世論や社会的評価，批判の有無等，本件参拝が客観的外形的に見て職

務行為性を有するとみるべき根拠について，追って詳細に主張する予定で

ある。 

 

 

第５ 原告らの法的利益の侵害があることについて 

１ 政教分離違反について 

憲法２０条３項の政教分離規定は，以下に述べるように人権規定である。 

（１）政教分離規定は，人権規定である 

憲法２０条３項の政教分離規定は，国家神道体制に対する厳しい反省

と，それに対する根本的批判に基づくものである。すなわち，国家と宗
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教が再び結合・融合することを絶対に阻止するために，政治と宗教の完

全な分離を求め，これにより信教の自由を徹底して保障しようとするも

のである。 

そして，政教分離原則は，その違反が不可欠的に人権侵害に直ちに結

びついてきた歴史における数多の苦い経験から，人権侵害の防止に不可

欠な原則とされたものであり，制度的保障であるとともに，人権規定で

もあると解するのが相当である。 

ア 信教の自由の歴史的背景からの考察 

信教の自由は，思想・良心の自由と共通の性格を持つが，政教分離

原則がさらに採用されている。ここに信教の自由の歴史的背景，わが

国の場合には「神社非宗教論」という詭弁と神権天皇制がもたらした

宗教弾圧の歴史に裏打ちされた信教の自由の特質が示されているので

あって，この特質を重視しなければならない。 

すなわち，信教の自由と制度的保障を一つの総体としてとらえ，信

教の自由条項は，狭義の信教の自由（信仰の自由）と広義の信教の自

由（政教分離）を内容とし，両者とも信教の自由を，間接的にではな

く，直接に保障するものであって，両者は保障の角度を異にするにす

ぎない。狭義の信仰の自由は，強制，抑圧，禁止による侵害からの保

障の役割をもち，広義の信仰の自由・政教分離は，国家的関与（宗教

的活動の主体となること，宗教的活動・行為への参加・賛助，宗教団

体に対する特権・援助の賦与）による侵害からの保障の役割を果たす

のである。 

このように，信教の自由保障条項と政教分離条項は両者が一体とな

って，強制・抑圧・禁止と国家の関与から信教の自由を直接保障する

のである。まさに，「分離は自由を保障し，自由は分離を要請する」

のであって，両者相まって信教の自由をめぐる人権を保障するのであ
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る。 

したがって，政教分離規定は人権保障規定としての性格をも色濃く

持つものといえる。 

イ 信教の自由のほかに政教分離原則が保障されていることからの考

察 

日本国憲法上，政教分離原則は信教の自由と一体的に保障されてい

る。すなわち，現代の世界各国の憲法を見ると，信教の自由は一応確

立されたものということができるが，それは必ずしも政教分離原則を

伴っているわけではない。そのような中にあって，日本国憲法は信教

の自由と並んで政教分離原則を採用しているが，憲法が個人の尊厳を

基調とし，信教の自由に手厚い保護を与えていることも併せ考えると，

政教分離原則は宗教を個人的な問題としてその多様で豊かな発達を保

障するための制度であり，宗教を「私事」として位置づけていると見

るべきである。 

したがって，政教分離原則の規定をもって，宗教を私事として位置

づけている規定であるとし，そこからこれを人権規定とみることは日

本国憲法の解釈として十分に可能であり，その解釈こそがこの規定が

設けられた趣旨に最も合致する。 

ウ 政教分離原則の性格からの考察 

政教分離原則の目的の一つは，信教の自由の保障を補強することに

ある。政教分離原則条項と信教の自由条項は不即不離の対等な関係に

あって，両者が互いに統合し合って始めて信教の自由が実効的に保障

されることになる。 

これに対し，政教分離原則を制度的保障とのみ見る見解は，国家を

前提とし，法律によってその制度の内容が規定されることを予定して

いるが，自由権的基本権としての信教の自由は，国家権力からの個人
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を防御する性格を有する，むしろ国家に対する制約原理としての人権

であるから，国家による制度設定のみを前提にする制度的保障論では

制度趣旨を見誤ってしまうことになる。 

エ 政教分離原則の内容からの考察 

政教分離原則は国家の宗教的中立性の堅持を意味するが，国家の宗

教的中立性とは，国家による財政的支援などが伴わなくとも，国家と

宗教とが象徴的意味においても結合することを禁止するものである。

この象徴的結合の禁止とは，国家と宗教とのいかなるかかわり合いも，

それが国家による宗教の積極的教示，行政的かかわり，政治的紛糾と

いうような直接的な危険をじゃっ起しなくとも，国家の宗教に対する

支持の裏付けとして受け取られるおそれがあるとの現実の懸念に基づ

いている。 

国家と宗教との象徴的結合は，国家が特定の宗教を特別視し，ほか

の宗教に比して優遇しているとの印象を社会一般に与え，その結果，

国家が特定の宗教への関心を呼び起こすような効果をじゃっ起するこ

とになり，国家の宗教的中立性ないしはその外観を否定することにな

る。したがって，政教分離原則はそのような象徴的結合をも禁止して

いると解される。 

このような象徴的結合禁止の意味に即して考えると，政教分離原則

は，国家が特定の宗教を優遇しているような外観を示すことによって，

当該宗教を信奉しない者に，自己の属する共同体の構成員ではないと

印象づけるメッセージを送ることを禁止しているのであり，その意味

で，政教分離原則は実質的にはある種の権利保護規定と考えられる。 

すなわち，憲法２０条の政教分離規定は，国家に対して特定の宗教

を優遇するメッセージを発することを禁止すると同時に，個人に対し

ては，宗教的な理由で共同体からの排除が印象づけられるような圧力
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を感じ，これにより，ほかからの干渉を受けずに宗教的生活を送るこ

とが妨害され，その結果，疎外感，精神的不安感，苦痛が引き起こさ

れることのないような利益，ひいては，宗教的な理由による排除が事

実上進行することのないような利益を賦与するものと解することがで

きる。 

オ 結論 

したがって，政教分離原則は，国民に対し，国による宗教教育その

他の宗教活動からの自由を保障していると考えるべきである。 

よって，憲法２０条３項は，個人が特定の宗教を受け入れるように

働きかけられない自由，特定の宗教が布教されたり，特定の宗教へ誘

導されない自由，宗教的に意味づけられたり，宗教的評価を加えたり

されない自由をも保障しているといえる。 

（２）本件参拝及び本件参拝受入の政教分離違反 

本件参拝及び本件参拝受入が，政教分離違反に該当することは訴状で

述べたとおりである。 

【求釈明】 

なお，被告らのうち，被告国及び靖國神社は，上記政教分離違反の主

張に対し何ら認否していないが，本件参拝及び本件参拝受入行為が政教

分離違反に該当する点は争わないという趣旨と理解して良いか明らかに

されたい。 

また，仮に否認するのであればその理由を具体的に明らかにされたい。 

 

２ 信教の自由について 

（１）被告国の主張に対する反論 

ア 被告国の主張 

被告らのうち，被告国は，①原告らのいう信教の自由の侵害の要件
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は，国家による信教を理由とする不利益な取扱又は強制・制止の存在

するものとの前提に，②「人が神社に参拝する行為自体は，他人の信

仰生活等に対して圧迫，干渉を加えるような性質のものではないから，

他人が特定の神社に参拝することによって，自己の心情ないし宗教上

の感情が害されたとし，不快の念を抱いたとしても，これを被侵害利

益として直ちに損害賠償を求めることは出来ない」という最高裁判決

（平成１８年判決）を引用して，被告安倍の本件参拝及び被告靖國神

社による本件参拝受入によっても，原告らの信教の自由につき不利益

な取扱や強制を伴うものではないなどとして，信教の自由の侵害は存

在しないと主張する。 

イ 原告らの反論 

しかし，原告らの主張する信教の自由の侵害は，信教を理由とする

不利益な取扱又は強制・制止の存在を前提とするものではなく，個人

に対する宗教上の圧迫，干渉をも禁止することも含まれている。よっ

てこの点において，そもそも被告国は誤っている（上記①の点）。 

なお，平成１８年判決の原審である大阪高裁判決（平成 17 年 9 月 30

日）も「信教の自由の内容として，公権力による強制の意味ならず，

圧迫，干渉を受けない権利ないし利益を有するものである」旨判示し

ている。 

また，被告国が引用する平成１８年判決は，多くの批判に晒されて

いる。例を挙げると， 

(1)人の心情ないし被侵害利益のらち外とした点を批判するもの（早

坂禧子（判批）法令解説資料総覧）No298 60 頁） 

(2)侵害行為と被侵害利益が意図的に混同している点を指摘するも

の（久保木亮介「六．二三最高裁判決を批判する」法と民主主義 410

号（2006 年）15 頁），ないし神社参拝の行為自体の侵害性の有無から，
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上告人らの権利ないし利益の要保護性を結論づける点の矛盾を指摘す

るもの（渡辺康行「靖國参拝と損害賠償の対象とすべき法的利益侵害

の有無」民商法雑誌第 136 巻第 6 号 727 頁） 

(3)特定人に対する権利・利益の侵害がなければ本件参拝の職務義務

違反を不問に付すこと自体に対する批判（松平徳仁（判批）自治研究

第 86 巻第 1 号 128 頁） 

等である。上記のように学界及び実務から批判の強い平成１８年判決

を無条件に引用している点で被告国の主張は失当である。 

そもそも，平成１８年判決は，内閣総理大臣の神社参拝と一般私人

の参拝を全く同一視している点で，大きく社会通念を逸脱した判例で

あって，先例としての価値はない。 

さらに，平成１８年判決の問題点はさておくとしても，本件被告安

倍の参拝は，小泉首相の靖國神社参拝とは，参拝に至る経緯，行為態

様，参拝後の世論の反応等のほか，靖國神社参拝を取り巻く国際情勢

及び政権の政策も異なっている。よって平成１８年判決は，本件参拝

の射程外であるといえる。 

すなわち，平成１８年判決は，内閣総理大臣の地位にある者の靖國

神社参拝によって，自己の心情ないし宗教上の感情が害されたとして

も直ちに損害賠償を求めることは出来ないという一般論を提示するの

みであって，個別具体的な事情如何によって損害賠償の対象となるこ

とを否定するものではない。換言すると，参拝を行った内閣総理大臣

の地位にあった者の属性，参拝行為（ないし参拝受入行為）に至る動

機（宗教的ないし政治的意図），参拝行為（ないし参拝受入行為）に

至る経緯，参拝行為（ないし参拝受入行為）の態様，効果，社会的影

響力，これによって法的権利ないし法的利益を侵害された者の属性，

侵害された法的権利ないし法的利益の内容（憲法的価値を含む）等の
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具体的状況を踏まえた上で，法的権利ないし法的利益の侵害を認める

ことは十分に可能である。本件参拝及び参拝受入について，上記諸事

情を具体的に検討すれば，損害賠償を認めるべき事案であることは明

らかであり，平成１８年判決の射程外であることは明らかである。 

なお，平成１８年判決の問題点，その射程範囲については，今後，

詳細に主張立証を展開する予定である。 

（２）被告安倍の主張に対して 

また，被告らのうち被告安倍は，本件参拝について同人が私人として

の立場で行ったものであって，信教の自由の一環として行われたもので

あること，これによって原告らに対して何らかの信仰，宗教的行為等を

強要したり，強制や不利益の付与を伴うものではないなどと主張する。 

しかし，上記第４で述べたように，本件参拝が，内閣総理大臣の職務

行為として行われたものであることは明らかである。また，本件参拝に

よって原告らが精神的圧迫や，強制不利益を被ることは上記の通りであ

る上，かかる強制不利益を被らなくとも信教の自由の侵害に当たること

は上記２（１）イのとおりである。 

なお，被告安倍は，昭和５３年１０月１７日の政府統一見解を根拠に，

本件参拝が私的な宗教行為であるかのごとき主張をするが，本末転倒で

ある。すなわち，同政府統一見解と称するものは，時の自民党政権（し

かも被告安倍の実父である安倍晋太郎（当時官房長官））が，憲法違反

行為を正当化する意図の下に展開した独自の見解であって，かかる見解

自体，私的参拝か否かを判断する基準として通用するものではない。既

述の通り，憲法によって縛られる政府が自ら都合のよい憲法解釈をして

いるからといって，それによって違憲性がなくなったり弱まったりする

ものではない。ゆえに，内閣総理大臣の肩書きを用いて記帳及び献花を

行い，公用車を用いて参拝した小泉純一郎元首相の靖國神社参拝につい
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ては，福岡地方裁判所２００４（平成１６）年４月７日判決（訟務月報

５１巻２号４１２頁等）及び大阪高等裁判所２００５（平成１７）年９

月３０日判決（訟務月報５２巻９号２８０１等）において政教分離違反

の判決が下されている。 

 

３ 宗教的人格権について 

（１）被告らの主張 

被告らは，原告らの宗教的人格権について，権利内容，根拠規定，主

体，法的効果等が曖昧であり（被告安倍は「信教の自由」と区別できな

い点を強調する），本件参拝が戦没者について宗教的意味づけをするも

のであると感じたことによる不快の感情に過ぎず，平成１８年判決のい

う「心情ないし宗教上の感情」と異なるものではなく，法的利益はいけ

ない，或いは法的権利の侵害があるとは言えない等と主張する（被告国

答弁書１３頁ないし１５頁，同安倍答弁書１５頁ないし１６頁，同靖國

神社第１準備書面２頁など）。 

しかし，原告らの主張する宗教的人格権は，以下に述べるように，権

利内容，根拠規程，主体等が明確であって，信教の自由との関係も明確

な法的権利である。よって被告らの主張は失当である。 

（２）人格権 

宗教的人格権は，人格権に派生する権利であるから，まず前提として

人格権一般について確認する必要がある。 

人格権とは，様々に定義づけられるが，端的にいえば，個人の人格価

値にかかわり，それを侵害されない権利である（野中他『憲法Ⅰ』第４

版）。人格権は，日本国憲法の基本原理のひとつである個人の尊重に裏

づけられるものであり，憲法１３条前段にて根拠づけられる。日本国憲

法は，個人の尊厳を蹂躙し全体主義へと導いた明治憲法を否定する点に
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立脚し，個人の尊厳・尊重を基本原理としており，個人の人格そのもの

も不可侵な価値としているのである。 

個人の人格価値にかかわる人格権の内容は，それ自体としては時代の

変化や人々の価値観の変化によって，人格価値にかかわるものは変化し

得るという意味では若干の抽象性は有するが，人格権それ自体は，人格

価値の様々な側面に応じた個別的な権利を含む包括的な権利といえる。 

具体的には，名誉権，プライバシー権，自己決定権等が個別的人格権

として憲法上保障を受けるとされている。 

（３）宗教的人格権 

ア 宗教的人格権の内容と根拠 

（ア）内容 

個人の人格価値にかかわる事柄は，既に人格権の一種として認知

されている，名誉，プライバシー，自己決定権だけに限られるわけ

ではない。いわば個人の心のよりどころである，思想，信条，宗教

は，まさに個人の人格の基盤となる価値であり，これらが不当に侵

害されると人格そのものが傷つけられ，損なわれることになる。 

宗教の領域についていえば，個人が選択した信仰生活・心の状態

は，狭義の信教の自由としての特定の宗教を信じること（信じない

こと）とは区別される価値を有し，個人の人格価値を基礎付けるも

のにほかならない。この宗教の領域における人格権が，「宗教的人

格権」である。すなわち，宗教的人格権の具体的内容は，信仰生活

の自由，宗教的ライフスタイルの自由ということができる。直接的

強制がなくても静謐を乱すような広い意味での不当な圧迫を受け

ることのない自由ともいえる。 

それゆえ，信仰生活・心の状態が，公権力や私人である他者によ

って不当に圧迫・干渉されたり，不当に何らかの苦痛を与えられた
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りすることは，その人の宗教の領域での人格権である宗教的人格権

が不当に侵害されることになるのである。 

このように，宗教的人格権は，単なる「感情」や「心情」といっ

た漠として抽象的な概念に収斂されるものではない。自己決定に基

づく信仰生活，宗教的ライフスタイルの自由であり，宗教的なプラ

イバシーともいうことができ，個人の人格価値に直結する具体的か

つ明確な権利である。 

なお，学説においても宗教的人格権は，「宗教上の領域において，

人が他者から自己の欲しない刺激によって心の静謐を乱されない

利益」（伊藤「憲法（新版）」２６７頁）といった明確な内容とし

て定義づけられている。 

（イ）根拠 

上述のとおり，宗教的人格権は，宗教の領域での人格権の一態様

であるから，憲法１３条及び２０条に根拠づけられる。 

イ 宗教的人格権の主体 

宗教的人格権の主体に，特定の宗教を信仰する個人が含まれるのは

言うまでもない。 

加えて，特定の宗教を信仰していない個人も含まれる。特定の宗教

を信仰しない，いわゆる無宗教であることも，宗教にかかわる自己決

定の現れの一つであり，その信念は個人の人格に直結するものである。

ゆえに，無宗教者においては，特定の信仰のない生活・心の状態が個

人の人格価値にとって重要なものといえ，かかる生活・状態は宗教的

人格権の一環として保護されなければならない。 

ウ 判例・裁判例において認められた宗教的人格権 

以上のような宗教的人格権は，判例・裁判例においてもその憲法上

の権利性が認められている。例えば，以下のような判例・裁判例があ
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る。 

 

① 自衛隊らによる合祀手続の取消等が求められた山口地判１９

７９（昭和５４）年３月２２日では，「或る人間の死に際会して生

存者がその宗教的立場乃至宗教的意識からこれに如何様に対応す

るかの具体的態様は，個々の宗教，宗派の教義およびこれらに属し

或いは属しない各人の宗教的に信ずるところに応じて異なること

のあり得るものであるが，右にのべた理由からしてこれらの異なる

対応のいずれについても，それが宗教的なものである限りは各人の

信教の自由の実現行為として，従って人格権に基づく宗教行為とし

て，法的に保護されるべきものと解される。かくして，一般に人が

自己もしくは親しい者の死について，他人から干渉を受けない静謐

の中で宗教上の感情と思考を巡らせ，行為をなすことの利益を宗教

上の人格権の一内容としてとらえることができると解される。」と

して明示的に宗教的人格権が認められているのは，訴状で指摘した

とおりである。 

これについて，被告国は，「最高裁昭和６３年判決によって取り消

されたものであるから，先例としての価値はない」などという。し

かしながら，山口地判１９７９（昭和５４）年３月２２日の判示は

独立した裁判所の見解であって，先例としての価値はある。最高裁

判所も下級審の判例の積み重ねの中で，判例変更を行うことは珍し

くないことである。 

 

②最判１９８８（昭和６３）年６月１日・伊藤正巳反対意見 

「現代社会において，他者から自己の欲しない刺激によって心を乱

されない利益，いわば心の静謐の利益もまた，不法行為法上，被侵
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害利益となりうる」 

「宗教上の心の静穏要求もまた現在において，一つの法的利益たる

を失わない」 

このように，最判１９８８（昭和６３）年６月１日の反対意見であ

るものの，宗教的人格権の権利性が明確に認められている。 

 

③宗教法人幸福の科学ないしその主宰者を中傷する雑誌記事によ

り会員らが宗教上の人格権を害されたとの理由による損害賠償請

求事件である大阪地判平成５年２月２６日では， 

「人が宗教上の宗教活動あるいは表現行為等の宗教的行為により

平穏な信仰生活を送っているのに対し，他者が，これを尊重するこ

となく，これら宗教的行為を禁止し，あるいは，これを強制したり，

何らかの制限，圧迫を加える場合のほか，厳密な意味での強制的要

素を含まないまでも，私的な信仰生活に関してその人の欲しない態

様で干渉を加えたりするなど，社会的許容限度を逸脱した手段，態

様により，その人の具体的な信仰生活の平穏が客観的現実的に侵害

されたと評価される場合にのみ法的利益の侵害があり不法行為が

成立する」 

として，宗教的人格権という文言は使用していないものの，実質的

には宗教的人格権の存在を認めている。 

 

（３）小括 

このように，宗教的人格権は，具体的で明確な内容の権利として憲法

上の人権として根拠づけられ，判例・裁判例上も認定されている権利で

ある。 

本件における，原告らの宗教的人格権の個別的内容，それに対する被
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告らの侵害行為，原告らの損害等については，今後の書面にて詳述する

予定である。 

 

４ 平和的生存権について 

（１）被告らの主張 

 被告らは，原告らの主張する平和的生存権は，その具体的権利性が極め

てあいまいなものであって，いまだ法的保護に値する法的利益とは言えず

（被告国答弁書１５頁ないし１７頁，被告靖國神社第１準備書面２頁ない

し３頁，被告安倍答弁書１６頁ないし１７頁），この点，平成元年６月２

０日百里基地訴訟最高裁判決が，「上告人らが平和主義ないし平和的生存

権として主張する平和とは，理念ないし目的としての抽象的概念であつ

て，それ自体が独立して，具体的訴訟において私法上の行為の効力の判断

基準になるものとはいえ」ないと判示していることをもって，平和的生存

権の具体的権利性が判例上否定されていると主張する。 

 また，被告らは，「理念ないし目的としての抽象的概念であって，ここ

から具体的な権利はもちろん具体的な法的利益を引き出すことはできな

い」（福岡高判平成４年２月２８日靖國参拝訴訟），「いわゆる平和的生

存権の権利としての内容は，抽象的で，いまだ，国民各個人に対して，法

律上保護された権利ないし利益ではないと解すべきである」（大阪高判平

成４年７月３０日）などの判示をもって，高等裁判所の裁判例において，

平和的生存権の具体的権利性は認められないと主張する。 

（２） 原告らの反論 

ア 最高裁判例について 

（ア）過去の最高裁判決において平和的生存権の具体的権利性が全面

的に否定されているとは言えない 

 しかし，上記百里基地訴訟最高裁判決は，あくまで「私法上の行為
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の効力の判断基準になるものとはいえ」ないと述べているに過ぎず，

あらゆる場合において平和的生存権が具体的権利性を有しないと述べ

ているわけではない。上記百里基地訴訟は，自衛隊基地の建設を目的

ないし動機として締結した土地売買契約をめぐる訴訟であるところ，

ここでいう私法上の行為とは，土地売買契約を指すことは明らかであ

る。他方，本件において原告らは，安倍首相による靖國神社への参拝

行為の違憲性を問題としているのであって，私法上の行為の効力を問

題にしているわけではないのである。 

 被告らは，百里基地訴訟最高裁判決の射程を誤り，明らかに事案を

異にする本件に対してその適用を求めているに過ぎないから，平和的

生存権に関する原告らの主張に対する反論として失当であるというほ

かない。 

（イ）その他の最高裁判決も平和的生存権の具体的権利性を否定して

いない 

 また，上記百里基地訴訟以外に平和的生存権の有無およびその侵害

が争点として争われた訴訟として著名なものに，長沼ナイキ訴訟があ

る。この点，同訴訟の最高裁判決は，平和的生存権について，「所論

中いわゆる平和的生存権に関する原審の判断の不当をいう部分は，原

判決の右結論に影響のない点についてその判示の不当をいうものにす

ぎない」（最判昭和５７年９月９日）と述べているに過ぎず，その具

体的権利性について言及していない。長沼ナイキ訴訟最高裁判決が，

平和的生存権の具体的権利性を否定していないことは明らかである。 

イ 高等裁判所裁判例について 

大阪高判平成４年７月３０日が「いまだ・・・法律上保護された権

利ないし利益ではない」と述べていることからも明らかな通り，憲法

上の権利の解釈は，時代の変遷によって日々変わりゆくものである。
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そして，被告らの挙げる２つの高等裁判所の判決が下された平成４年

から１６年後，平成２０年４月１７日名古屋高裁イラク訴訟判決は，

「平和的生存権は，現代において憲法の保障する基本的人権が平和の

基盤なしには存立し得ないことからして，全ての基本的人権の基礎に

あってその享有を可能ならしめる基底的権利である」，「平和的生存

権は，局面に応じて自由権的，社会権的又は参政権的な態様をもって

表れる複合的な権利ということができ，裁判所に対してその保護・救

済を求め法的強制措置の発動を請求し得るという意味における具体的

権利性が肯定される場合がある」などと述べて，平和的生存権の具体

的権利性を正面から認めるに至った。これは，憲法の歴史的経緯や国

際情勢の変化，平和的生存権に対する脅威の増大，この間の平和的生

存権をめぐる議論の深化等から，裁判所が事件の実態に即した判断を

行ったものであり，正当である。そして，その後現在に至るまで，平

和的生存権の具体的権利性を否定した高等裁判所の裁判例は存在しな

い。 

ウ 具体的権利の侵害があること 

上記に述べたとおり，過去の最高裁判例および高等裁判所裁判例に

照らしても，平和的生存権には具体的権利性が認められる。 

その上で，本件参拝により，原告らの平和的生存権が侵害されたこ

とは明らかである。すなわち，本件参拝は，内閣総理大臣たる被告安

倍が公人としての立場で靖國神社に参拝したというものであるとこ

ろ，これは，国家として靖國神社の思想を支持するのみならず，それ

を体現しようとする意思の表れである。靖國神社の思想とは，日本が

過去に行った戦争を賛美し，また，戦争によって亡くなった人々を顕

彰しようとするものである。これらは，過去の戦争への反省でもなけ

れば，亡くなった人々への哀悼とも異なる。過去の戦争が正しいもの
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であり，戦争で亡くなった人々には栄光が捧げられているという思想

を国家が体現することは，国家が国民を戦争に動員するための精神的

基盤を醸成し，また，精神的支柱を作り出そうとするものである。本

件参拝は，精神的側面から，日本を戦争ができる国にすることで，国

際的緊張を高めて軍事的衝突を引き起こす可能性を高めるなど，原告

らを含む人々を戦争の危険にさらすものであり，原告らの平和的生存

権を侵害するのである。 

今後，以上に述べた点を，さらに敷衍して主張する予定である。 

（３）まとめ 

 結局，被告らは，平和的生存権の具体的権利性について，抽象的・形式

的に過去の最高裁判例の文言を引用するのみで，何ら具体的・実質的な反

論を行っていない。さきに引用した名古屋高裁イラク訴訟判決が述べると

おり，平和的生存権についてはその具体的権利性が認められると言うべき

である。 

 その上で，本件参拝は平和的生存権を侵害するものである。 

 

５ 在韓原告らの名誉権等について 

（１） 被告らの主張 

在韓原告らの被侵害利益に対する被告らの主張は，原告らの主張する各

法的権利・法的利益について論難するものと，それ以外に対するものに大

別される。 

そこで，まず各法的権利・利益以外に関する主張に対し反論し，以後そ

れ以外の主張に対して適宜反論する。 

（２） 各法的権利・利益以外に関する主張 

 ア 被告国の主張に対する反論 

被告国は，いずれの原告のいずれの時点におけるいずれの戦没者の合
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祀行為を問題とするか特定されていない，戦没者の合祀行為による

法的利益の侵害がないことは裁判実務上確立している等と主張する

（被告国答弁書１８頁ないし１９頁）。 

まず合祀行為の特定については，在韓原告の属性にかかわるもので

あるので，在韓原告の権利侵害の個別立証を行う際に，併せて明らか

にする予定である。また被告国が列挙する裁判例は，各事案の内容を

無視して昭和６３年最高裁判決を機械的に適用したものであってそれ

自体失当であり，被告国の反論はその前提を欠く。そもそも合祀行為

による権利侵害と，本件参拝行為及び本件参拝受入行為による権利侵

害は別個の不法行為であって，仮に合祀行為自体が違法性を有しなく

とも合祀通知，合祀行為，合祀の継続，合祀拒否，かかる状態を前提

とした本件参拝及び参拝受入行為について不法行為が成立することは

理論上あり得る。よって被告が列挙する裁判によって在韓原告の法的

権利が否定されるわけではない。 

イ 被告安倍の主張に対する反論 

被告安倍は，本件参拝は合祀行為とは何らの関係もない，本件参拝

は被告安倍が私人としての立場で行ったものであるから,本件参拝が

日本政府が合祀自体を肯定する等の効果を生じさせるものではない，

などと主張する（被告安倍答弁書１９頁）。 

しかし，韓国人合祀者遺族の被侵害利益の本質は，家族や自己を自

己の意思に反する宗教的方法で慰霊されない利益又は英霊乃至祭神と

して祀られない利益である。 

すなわち，被告靖國神社への合祀自体が，日本の過去の侵略戦争を

美化するという意図のもと，日本の侵略戦争の精神的支柱である国家

神道の中心軸を担った被告靖國神社において，自らの氏名によってで

はなく日本による創氏改名により強制的につけられた日本式の氏名に
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より，天皇のために命を捧げたものとして顕彰された上，英霊たる祭

神として日本の侵略戦争の精神的支柱とされ今もなおこれを肯定して

いる被告靖國神社によってなされるものであって，原告の家族や自己

を，自己の意思に反する宗教的方法で慰霊されない利益又は英霊乃至

祭神として祀られない利益を侵害する行為である。 

さらに，本件は，それにとどまらず，人権侵害行為である合祀がな

されている被告靖國神社を，日本国を代表する立場にある日本の総理

大臣が参拝するものであることに鑑みれば，同参拝は，合祀の肯定・

正当化を国内及び海外にまで広く喧伝するものであって，またそれだ

けではなくさらなる戦争の準備行為に合祀されている者をも利用する

という，合祀者遺族にとって二重三重の人権侵害行為となるのである。

現に，同参拝が過去の戦争を正当化するものであるとして日本政府の

歴史認識の問題と国家主義・軍国主義への傾斜について海外から多く

の批判を浴びている。 

 

（３）各法的権利・利益に関する主張 

上記被侵害利益の具体的権利内容としては，名誉権，名誉感情，習俗

的追悼権，民族的人格権，宗教的人格権等の人格権が挙げられる。以下

で，被侵害利益に対する被告らの主張に反駁する。 

 

ア 宗教的人格権について 

被告安倍は，在韓原告らの宗教的人格権ついて，在韓原告らのうち

のどの原告の主張であるか不明である，在韓原告以外の宗教的人格権

との区別が曖昧である旨主張する（被告安倍答弁書１７頁ないし１８

頁）。 

前者の点については，在韓原告らの法的権利・利益の個別主張・立
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証の際に併せて明らかにする。 

後者の点については，まず「宗教的人格権とは，宗教の領域につい

て，個人が選択した信仰生活・心の状態を他人に干渉されない権利で

あり（信仰生活の自由，宗教的ライフスタイルの自由ということがで

きる），直接的強制がなくても静謐を乱すような広い意味での不当な

圧迫を受けることのない自由ともいえる。この点，在韓原告らにとっ

て靖國神社は屈辱的な植民地支配の象徴そのものであるところ，本件

参拝及び本件参拝受入は，過去の宗教弾圧，強制参拝の忌まわしい記

憶を喚起させて，在韓原告らが民族として選択した信仰生活・心の状

態の静謐を乱す行為そのものといえる。よって，在韓原告ら独自の宗

教的人格権の侵害あると言えるのである。 

 

イ 平和的生存権 

被告安倍は平和的生存権について法律上保護された権利・利益では

ないと主張する（被告安倍答弁書 18 頁）。しかし，これが法的権利・

利益であることは既に上記４で述べたとおりである。とりわけ，本件

参拝及び本件参拝受入は，東アジアの緊張を高めて，軍事衝突を誘発

するものであり，隣国に居住する在韓原告らにとっては，過去の侵略

戦争の記憶と相まって平和的生存権を侵害する行為であることは明ら

かである。 

 

ウ 名誉権 

被告国は，いかなる事実経過によって在韓原告らのどのような社会

的評価が低下したか不明であるし，本件参拝によって社会的評価が低

下したとは認められない等と主張する（国答弁書１９頁）。 

しかし，以下に述べるように本件参拝によって，在韓原告らの社会
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的評価が低下していることは明らかであるから被告国の主張は失当で

ある。 

名誉とは，人の品性，名声，信用その他の人格的価値について社会

から受ける客観的評価であり，この社会的評価を不特定多数人の間で

低下させる行為は名誉毀損として違法となる。名誉権は，人格権の一

内容として，憲法１３条によって保障されている（１９８６年６月１

１日・北方ジャーナル事件等）。 

韓国社会において侵略戦争を遂行した日本軍に徴兵徴用された者

は，権力によって強いられた従軍であったにもかかわらず対日協力者

として蔑視されている。そしてその背景には，日本の植民地として支

配され，侵略戦争への協力を強いられたという歴史的事実自体が韓国

国民全体の社会的評価を低下させているという事実がある。したがっ

て，被告靖國神社に合祀されていることは，そのこと自体不名誉極ま

りないことであり，かかる社会的評価は韓国社会及び国際社会に定着

している。そしてさらに，被告安倍の本件参拝行為によって，かつて

の植民地支配時代に韓国（ないし朝鮮）民族が侵略戦争に駆り出され

て非業の死を遂げざるを得なかった不名誉な歴史的事実が韓国社会及

び国際社会に広く喧伝されることによって韓国民全体の社会的評価は

低下する。とりわけ，被合祀者の遺族については自身の肉親が対日協

力者であるとの評価がより一層定着し，世界に広く喧伝されることに

なる。なお，この点については時期を見て書証を示しながら主張を展

開する予定である。 

したがって，本件参拝行為が在韓原告の名誉権を毀損することは明

らかである。 

 

エ 名誉感情 
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被告らは，原告らの名誉感情の侵害について一般的な認否に留まり，

具体的に認否反論していないところを察するに，具体的な反論を放棄

したものと考えられる。 

そこで，本書面において名誉感情の具体的内容について若干補足す

る。 

名誉感情とは，人が自己自身の人格的価値について有する主観的評

価を意味するところ，かかる名誉感情も不法行為の被侵害利益となる

ことは裁判例も認めている通りである（東京地判１９９０年７月１６

日判時１３８０号１１６頁，名古屋地判１９９４年９月２６日判時１

５２５号９９頁他）。 

日本の侵略戦争によって愛する家族を強制的に奪われて戦死させら

れ，辛酸を舐めさせられながら苦しい人生を強いられてきた原告らに

とって，その侵略戦争の精神的支柱であり，かつ侵略者達が合祀され

ている靖國神社に，愛する親族が合祀されていることは，それ自体愚

弄され侮辱されること以外の何物でもない。そして，本件参拝行為は，

合祀を肯定・正当化するだけでなく，合祀の正当性を世界中に喧伝す

るものであり，さらに戦争の準備行為に積極的に利用する行為である

から，在韓原告にとっては二重三重の侮辱といえる。その侮辱の程度

は，社会通念上許される限度を著しく超えるものであることが明らか

である。 

したがって，本件参拝行為が合祀者遺族である在韓原告の名誉感情

を毀損することは明らかである。 

 

オ 家族的紐帯の中で肉親を敬愛追慕する人格権 

被告国は，原告らの家族的紐帯の中で肉親を敬愛追慕する人格権に

ついて「結局のところ」と前置きして「自己の心情ないし宗教的感情
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が害された」に過ぎないと主張する。 

そこで上記人格権が単なる心情ないし宗教的感情ではなく，具体的

な権利であることを述べる。 

また，本書面において，かかる敬愛追慕する人格権が在韓原告に留

まらず，それ以外（日本人）の原告のうち被合祀者を肉親に持つ者も

享有する人格権であり，本件参拝及び本件参拝受入によってその者ら

の上記人格権が侵害されていることも併せて主張する。 

（ア）敬愛追慕の情を基軸とした人格権 

 人は，社会生活の中で自らの生存の意義を見出し，自身について

の現在及び将来のイメージを形成し，そうして見出した意義・形成

したイメージ（以下「自己イメージ」という。）が，自己以外の他

者に承認されて初めて，充足された意味のある生活を送ることがで

きるところ，充足された意味のある生活を送ること自体が，人間の

人格及び人格的生存に不可欠であるということができる。 

したがって，「自己イメージに対して脅威となる不当な評価・規定」

が他者からなされ，それが流布された場合には，それは個人の人格

的生存を脅かすものとなり得るから，「自身の意に反する不当な評

価・規定」をされないという権利は，人格権として保護されるもの

である。 

そして，自身に対する直接的で不当な評価・規定がなされないこと

が，人格的生存に不可欠のこととして保護されるのと同様に，家族

的人格的な紐帯の中で，自身と人格的一体性を感得し得る者（例え

ば近親者）について見い出した意義，形成したイメージもまた，必

然的に自身の人格的生存に不可欠なものとして，それに対する不当

な侵害から保護されなければならない。 

なぜなら，個人は自己の人格を形成するに当たって，必然的に近親
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者等の言動，人格により影響を受けているからであり，近親者等に

ついて自分なりに見い出した意義，形成したイメージが，自身の人

格形成，人格的生存に不可欠だからである。 

そうであれば，近親者等に対して「自身が見い出した意義，形成し

たイメージに反する不当な評価」がなされ，それが流布された場合，

それは必然的に自身に対して直接不当な評価がされたと同じように

個人の人格的生存が脅かされ，個人の人格権が侵害されることとな

る。このような場合が，人格権の一内容である敬愛追慕の情に対す

る侵害である。故人の名誉やプライバシーが侵害された場合に，遺

族の敬愛追慕の情の侵害を認めて損害賠償を命じる判例は，その一

形態である。 

したがって，近親者等に対する敬愛追慕の情は，近親者等について

見い出した意義，形成したイメージ及びそこから生じる自身につい

ての生存の意義，自己イメージと不可分一体のものであり，個人の

人格的生存に不可欠のものといえ，かかる感情は，人格権の一内容

を構成するものとして，憲法上ないし私法上の保護を受けるべきも

のである。 

（イ）敬愛追慕の情に関する裁判例等の存在 

 平成１８年６月２３日最高裁第二小法廷判決（判例時報１９４０

号１２２頁。以下「平成１８年最高裁判決」という。）における裁

判官滝井繁雄の補足意見（以下「滝井補足意見」という。）は，個

人を追悼し，あるいは祀る場面における敬愛追慕の情について，法

的権利性があることを指摘しており，いわゆる「落日燃ゆ」事件一

審判決（東京地裁昭和５２年７月１９日判例時報８５７号６５頁）

及び同事件高裁判決（東京高裁昭和５４年３月１４日判例時報９１

８号２１頁）も「遺族の有する故人に対する敬愛追慕の情」が不法
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行為法上の保護法益となることを明言している。また，大阪地方裁

判所平成元年１２月２７日付判決（判例時報１３４１号５３頁）及

び那覇地方裁判所昭和５８年３月２日付判決（判例時報１０８２号

１２０頁）も敬愛，追慕の情等の人格的利益を認めている。 

（ウ）小括 

以上のとおりであって，近親者等に対する敬愛追慕の感情は，人格

権の一内容を構成するものとして，憲法上ないし私法上の保護を受

けるべきものであるといえ，「家族的人格的な紐帯の中で，本件戦

没者を敬愛追慕する人格権」（以下「敬愛追慕の情を基軸とした人

格権」という。）は，人格権として保護されるものであり，当然に

被侵害利益となるということができる。 

（エ）在韓原告ら特有の敬愛追慕の情 

とりわけ，在韓原告らは，日本の植民地支配の中で肉親が徴用徴兵

されて戦場に駆り出され，生還して共に暮らすことを夢見ていたに

もかかわらず，非業の戦死をさせられた者らである。その肉親らは，

自宅ないし祖国で死ぬこともできず，家族や子孫にその死を知らさ

れず，ゆえに遺品・遺骨も収集されておらず，当然，正式な埋葬も

されていない者たちである。かかる在韓原告らにとって，自国に対

する植民地支配乃至侵略の精神的支柱となった靖國神社に合祀され

ることは，植民地支配から解放され，祖国で自分たち家族と共に過

ごすべき存在である肉親に対するイメージ，敬愛追慕の情を著しく

侵害するものである。極論すれば，在韓原告らは，靖國神社にだけ

は合祀されたくなかったとの思いを強く有する者らであって，靖國

神社の合祀及び本件参拝及び本件参拝受入が，在韓原告らの上記権

利を侵害することはあまりにも自明である。 
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カ 民族的宗教・習俗にしたがって「慰霊・追悼」する権利（以下「習

俗的追悼権」という）の侵害 

被告国は，在韓原告らの習俗的追悼権についても，「結局のところ」

と前置きして「自己の心情ないし宗教的感情が害された」に過ぎない

と主張する。 

そこで，上記追悼権が意義，法的根拠，裁判例などを挙げ，その法

的権利性を主張する。 

（ア）習俗的「追悼」権の意義，法的根拠 

習俗的「追悼」権とは，韓国人が固有の伝統的霊魂感に基づく習俗

にしたがって，自分の親族を「慰霊・追悼」しまたは自身を「慰霊・

追悼」される権利をいう。 

かかる権利は，憲法１３条の幸福追求権によって保障される権利で

ある。そして，裁判例の中にも「・・・控訴人らは，・・・宗教に

関して，概ね日本におけると異なる固有の祖霊等の信仰ないし祖霊

祭祀の慣習等を有し，死者に対する回顧，祭祀について，上記信仰

ないし慣習に則った方法によることを念願していると認められる

し，・・・控訴人らが，思想及び良心の自由，信教の自由の内容と

して，戦没者をどのように回顧し祭祀するか，しないかに関して，

公権力の圧迫，干渉を受けずに自ら決定し，これを行う権利ないし

利益を有すると解する余地が全くないわけではない」（２００５年

９月３０日大阪高裁判決・訟務月報５２巻９号２９７９頁）として

これを認めるものが存在する。 

（イ）被告らによる習俗的「追悼」権の侵害 

在韓原告は，自らの親族が，戦時中，日本に強制徴兵ないし徴用さ

れた結果，日本の侵略戦争に荷担させられてアジア各地に送られて

餓死・病死・爆死等させられている。すなわち，自宅ないし祖国で
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死ぬこともできず，家族や子孫にその死を知らされず，故に遺品・

遺骨も収集されておらず，正式な埋葬もされていない者達である。

他方で，韓国には独自の霊魂感に従って親族の死を「慰霊・追悼」

する習俗（「不遇で悲劇的な死」を迎えた者にムーダンの祭儀等を

行って「慰霊・追悼」する）がある。そして被告靖國神社の合祀行

為によって，当該原告らは上記習俗にしたがって「慰霊・追悼」す

ることが不可能になっているのである。 

そしてさらに，本件参拝行為により，被告靖國神社の合祀行為は肯

定・正当化されるだけでなく，その正当性を世界中に喧伝されるの

であるし，さらなる戦争準備行為として利用されるのである。これ

は，当該原告らの習俗的追悼権を二重三重に侵害する行為に他なら

ない。 

 

キ 民族的人格権の侵害 

被告国は，民族的人格権について，具体的な権利内容，主体，法的

効果等が明らかではない旨主張し（国答弁書２０頁），被告靖國神社

もこれを援用するので，この点について概括的な反論を行う。 

（ア）民族的人格権の意義，法的根拠 

民族的人格権とは，何人も自己の属する民族の一員として，その民

族固有の文化，風習，伝統等を自己の生き方として選択し，実践し

ていく自由である。 

自己がいかなる民族に属するのかを自覚し，そして，主体的に，そ

の民族の一員として生きていくことは，個人の人格的生存に密接不

可分にかかわることであり，何人も自己の属する民族の一員である

ことを否定される理由はない。民族的人格権とはこのような意義を

有する。この点について１９９７年３月２７日札幌地裁「二風谷ダ
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ム事件」判決（判例タイムス９３８号７５頁）が，憲法１３条との

関係で「その民族に属する個人にとって，民族固有の文化を享有す

る権利は，自己の人格的生存に必要な権利ともいい得る重要なもの

であって」と判示したことは極めて注目に値する。民族的人格権は，

わが国の裁判例においても当然に認められた基本的人権というべき

である。 

（イ）被告らによる民族的人格権の侵害 

在韓原告は，その親族が日本の侵略戦争に動員され，苦難の末に死

んでいった者たちである。 

戦前・戦中の靖國神社は，天皇の軍隊の死者を祀り，顕彰するもの

として，日本の戦争遂行政策のための根幹的な軍事施設として存在

し，機能してきたのであり，日本帝国主義による朝鮮侵略，支配の

要としての位置，性格を有していた。 

そのため，日本の戦争遂行の犠牲者たる原告らの親族が，そのよう

な靖國神社により合祀されることは，原告らにとっては，日本によ

る朝鮮侵略・支配が引き続くこと，すなわち，原告らの親族が今も

なお「皇国臣民」として取り扱われていることを意味するのであり，

原告らが韓民族であることを否定することにほかならない。 

そしてさらに，本件参拝行為により，被告靖國神社の合祀行為は肯

定・正当化されるだけでなく，その正当性を世界中に喧伝されるの

であるし，原告にとっては，合祀という民族的に屈辱的な事実を想

起させるものである。また，本件参拝行為は合祀者をさらなる戦争

準備行為として利用するのである。これは，当該原告らの習俗的追

悼権を二重三重に侵害する行為に他ならない。 

 

ク 姓名権侵害について 
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（ア）被告らの主張 

被告国は，姓名権侵害について，侵害の時期及び事実関係が明らか

ではない，（最小昭和６３年２月１６日判決を引用して）被合祀者

について明示的な意思に反して殊更に不正確な呼称をしたといった

特段の事情が認められない限り法的権利の侵害があったとは言えな

い等と主張する。 

しかし，以下に述べるように被告らの主張は失当である。 

（イ）姓名権について 

前提として在韓原告らの姓名権について若干の説明を行う。在韓原

告らの肉人である戦没者は，創氏改名を強制され，日本風の氏名が

付けられ，その氏名によって合祀されている。朝鮮においては，「姓」

は重要な位置を占めており，創氏改名は，実質的には「姓」の否定

というべきであって，「姓」が体現するところの血族関係，親族関

係，先祖の冒とく，否定である。 

 したがって，このような創氏改名に基づく日本風氏名による合祀

は，「姓」によって体現されている原告らの血族関係，親族関係，

祖先を冒涜，否定するものにほかならない。 

（ウ）昭和６３年判決について 

上記昭和６３年判決は，ＮＨＫがテレビ放送のニュース番組におい

て在日韓国人の氏名を日本語読みによって呼称した行為の違法性が

問題とされた事案であって，侵略戦争を遂行した被告国及びその精

神的支柱となった被告靖國神社が侵害主体である本件とはその悪質

性が異なる。よって上記『特段の事情』の基準がそのまま妥当する

とは言えない。 

（エ）本件に関する特段の事情 

在韓原告らの肉親らが靖國神社に合祀されたのは，１９５９年４月
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又は同年１０月であるところ，同時点においては，１９４５年８月

の日本の敗戦によって朝鮮民族が植民地支配から解放されてから既

に約１４年が経過し，日本の植民地支配の違法性が公知の事実とな

っていた。 

すなわち，被告国及び被告靖國神社は，日本帝国主義の朝鮮半島支

配侵略の歴史を十分に知りつつ，また，朝鮮半島においてはこのよ

うな歴史は絶対に許すことのできないという共通認識があることを

十分に知りつつ，あえて日本帝国主義の朝鮮半島支配侵略の一環と

しての「創氏改名」政策に基づく日本式氏名で合祀し，かつ上記事

情を熟知しながら被告ら（被告安倍を含む）は，本件参拝及び本件

参拝受入を行ったのであるから，上記判例のいう特段の事情は容易

に認められる。 

（オ）侵害の時期及び事実関係について 

在韓原告らの法的権利・利益侵害の個別主張・立証の際に併せて主

張する。 

 

（４）小括 

このように，本件参拝行為は，在韓原告のいくつもの人格権を侵害す

るものである。 

なお，被告らは，原告らのいずれが韓国籍であるのか，また，原告ら

のいずれが遺族原告なのか判然としないと主張する。かかる点について

も，在韓原告らの法的権利・利益の個別主張・立証の際に整理する予定

である。 

 

６ 自由権規約１８条２項・２０条１項違反について 

（１）被告安倍は，被告安倍の本件参拝は，原告らに対し自由権規約１８
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条２項の「強制」を与えるものではないこと，また，被告安倍の行為は

私人による行為であることから本件参拝について自由権規約１８条２

項には裁判規範性が認められないこと，さらに，自由権規約１８条２項

が損害賠償の対象となるような権利ないし法的利益を保障した規定で

もないことを反論している（被告安倍答弁書１９頁ないし２０頁）。 

（２）しかし，被告安倍の参拝行為及び被告靖國神社の受入行為は，自由

権規約１８条２項及び同規約２０条１項に違反するものである。 

 すなわち，自由権規約１８条２項において禁止される「自ら選択する

宗教又は信念を受け入れ又は有する自由を侵害するおそれのある強制」

には，間接的ないし必ずしも直接的な形態をとらない様々な不当な圧力

や影響力が含まれるところ，被告安倍が内閣総理大臣として本件参拝を

行い，被告靖國神社が本件参拝を受け入れることは，被告靖國神社にお

ける宗教的価値観（＝戦前・戦中の日本の軍国主義及び侵略戦争，引い

ては戦争そのものに対する肯定）を社会的に助長し，戦没者遺族・宗教

者・平和運動家等である原告らに対して当該宗教的価値観を強要し萎縮

させるおそれのある間接的ないし不明確な形態の不当な圧力や影響力

を有することとなることは歴史上明らかである。 

 また，権力を持つ政府が当該宗教的価値観を助長することは，やがて

力による圧迫に必然的に結びつくであろうから，同規約２０条１項で禁

止される「戦争のための宣伝」に該当するものであり，自由権規約２０

条１項にも違反する。 

（３）また，被告安倍は私人としてではなく，内閣総理大臣として本件参

拝を行ったものであることは上述したとおりである。 

 客観的に公的な参拝であるといえる本件参拝が，百歩譲って仮に被告

安倍が私人として本件参拝を行ったのであったとしても，内閣総理大臣

たる公的地位にある者は私人としてもその公的な場における行為が宗
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教的に不偏であるようには配慮する義務がある。日本は自由権規約を批

准した条約締約国であるから，自由権規約で保障される権利を，被告安

倍の配慮を欠いた宗教的に偏った行為をことさら公にすることによる

侵害行為が行われ，それにより具体的な損害が発生している場合には，

裁判所は，民法７０９条に基づき，加害者に対し，被害者への損害賠償

を命ずることができる（京都地判平成２５年１０月７日判時２２０８号

７４頁参照：原告が設置運営する朝鮮学校に対し，隣接する公園を違法

に校庭として占拠していたことへの抗議という名目で３回にわたり威

圧的な態様で侮蔑的な発言を多く伴う示威活動を行い，その映像をイン

ターネットを通じて公開した被告らの行為は，原告の教育事業を妨害

し，原告の名誉を毀損する不法行為に該当し，かつ，人種差別撤廃条約

上の「人種差別」に該当するとして被告らに対する損害賠償請求を一部

認容した事例）。すなわち，憲法前文，１３条，２０条や自由権規約１

８条２項，２０条１項の趣旨に照らし，社会的に容認し得る範囲を超え

て，他人の法的利益を侵害すると認められるときには，民法７０９条上

の違法性の要件を満たすと解すべきである（大阪高判平成２６年７月８

日判時２２３２号３４頁参照：上記事例の控訴審判決）。 

（４）さらに，自由権規約１８条２項は，「何人も」と規定し，同規約の

他の条文同様，個人がその権利を保障されるという形式を取っているか

ら，契約の内容を実現する国内法の制定などを待つまでも無く，個人が

直接規約自体によって権利を与えられるものと解すべきである（大阪地

判平成６年４月２７日判時１５１５号１１６頁参照：情報収集活動の一

環として警察が公道上にテレビカメラを設置することは，基本的にはそ

の裁量によるが，各種人権を侵害する可能性があるから，①目的の正当

性，②客観的具体的な必要性，③設置状況の妥当性，④設置使用の効果

の存在，⑤使用方法の相当性といった要件を充たすべきであるとされた
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事例。権利侵害の有無の判断の中で，自由権規約１７条１項違反の有無

が検討された。）。 

 自由権規約の自動執行性（直接適用可能性）については，多くの国内

判決において認められている。たとえば，最高裁判所は，傍論で自由権

規約が一般的に自動執行性を有する条約であることを黙示的に承認し

ている（最判昭和５６年１０月２２日刑集３５巻７号６９６号：一般職

国家公務員である郵政事務官の身分を有する者が，参議院議員通常選挙

において，特定の政党から立候補した二名の候補者を支持して積極的な

協力を申し出，右候補者らの選挙運動の計画的行事である個人演説会に

おける応援弁士として候補者推せん，投票勧誘の演説をした行為の適法

性が争われた事例。国家公務員法１１０条１項１９号の罰則が自由権規

約の発効により失効したとする主張について，自動執行性を前提として

上告理由に当たらないと判断した）。また，東京高等裁判所は「わが国

内において自動執行力を有するものと解される国際人権規約Ｂ規約」と

の表現でその自動執行性を承認している（東京高判平成５年２月３日東

高刑時報４４巻１～１２号１１頁：自由権規約１４条３(f)に規定され

る通訳の援助受ける権利を理由に刑訴法１８１条１項本文により被告

人に通訳に要した費用の負担を命じることは許されないとされた事

例）。大阪高等裁判所もまた，「同〔Ｂ〕規約はその内容に鑑みると，

原則として自動執行的性格を有し，国内での直接適用が可能であると解

せられる」と判示している（大阪高判平成６年１０月２８日判時１５１

３号７１頁：外国人登録法違反の罪により通常逮捕された在日韓国人二

世が提起した国家賠償請求事件において，在留外国人の指紋の押なつ義

務及びその違反者に対する刑罰を定めた外国人登録法の規定が，自由権

規約７条，２６条に違反しないか検討された事例。平和条約発効による

国籍離脱者及びその子孫に適用する限りでは憲法１３条，１４条，右規
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約７条，２６条に違反する状態だったのではないかとの疑いを否定でき

ないものであつたと判示して，これを慰謝料額の算定においてしんしや

くした事例）。 

 

 

第６ 被告安倍の個人責任について 

被告安倍は，公権力の行使に当たる公務員の職務行為について，公務員

個人の損害賠償責任を否定した判例（最小二５３年１０月２０日判決）を

引用して，その個人責任を否定する。 

しかし，民法７０９条や民法７１５条１項本文の規定が既に存在してい

た状況において，憲法第１７条が規定され，それに基づいて上記国家賠償

法１条１項が設けられたのは，国又は公共団体の「公権力の行使に当る公

務員が，その職務を行うについて行」った不法行為により権利または利益

を侵害され，損害を被った者の救済を強める趣旨であると解される。よっ

て国賠法 1 条 1 項の解釈として，公務員の個人責任が否定されるべきでは

ない。 

また，国と共に公務員個人が賠償責任を負う場合があることを認めた下

級審判例も存在する。すなわち，昭和３０年判決後に出された以下の下級

審判例も，同判決を前提としつつもなお，国賠法１条１項に該当する公務

員の不法行為について直ちに公務員個人の責任を否定することなく，公務

員個人が責任を負う場合がありうることを認めている。 

よって被告安倍の主張は失当である。 

被告安倍の個人責任に関する個別主張・立証の中で裁判例も示しつつ主

張する予定である。 
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第７ 参拝差し止め請求について 

 

１ 差し止め請求に対する訴え却下の主張について 

被告靖國神社は，①内閣総理大臣としての参拝か否か被告靖國に区別す

ることは不可能であるから，差し止め対象たる作為，不作為の内容が特定

されていない，②被告安倍に対する参拝差し止めで，目的は達成されるか

ら，被告靖國神社に対する差し止めは必要性がない等と主張して，本件請

求に訴えの利益が無いかの如き主張を展開している（被告靖國神社答弁書

２頁）。 

しかし，①について述べれば，「参拝の受入を拒む際に，区別をするこ

とが困難」か否かと，「参拝の受入という差し止めの対象が特定されてい

る」か否かは，別個の問題であって，前者は請求の特定を左右する問題で

はない。また過去の裁判例に照らせば，内閣総理大臣の地位にある者の参

拝が，特段の事情がない限り，その地位に基づくものであることは自明で

あって「区別をすることが困難」な事情は存在し得ない。むしろ，参拝前

に事前に靖國神社に打診されているのであるから，被告靖國神社は積極的

に求釈明して，参拝の特段の事情の有無について把握することも容易であ

る。 

また②については，内閣総理大臣としての参拝は，当該内閣総理大臣と

被告靖國神社の事前協議及び被告靖國神社の積極的な受入行為なくして

実現し得ない，いわば不可分一体の行為であるから，双方を差し止める必

要性がある。仮に参拝行為の差し止めが認められなかった場合でも，参拝

受入の差し止めが認められれば被告安倍による靖國神社参拝は阻止でき

るのであるから，参拝受入差し止めには独自の意義がある。 

 

２ 差し止め請求の前提たる法的権利・利益は存在する 



 52 

また被告安倍は，原告らには差し止め請求の前提である具体的権利な

いし法的利益の侵害が認められないなどと主張するが（被告安倍答弁書

２０頁ないし２１頁），上記のとおり，具体的権利ないし法的権利の侵

害あることは明らかであるから，被告安倍の主張は失当である。 

 

 

第８ 被告靖國神社と国家行為の同一性について 

 

被告靖國神社は，戦没者を合祀して参拝者を受け入れることが，重要な

宗教行為であって保護されるべきであるから，これを国家行為と同一視す

ることは許されない旨主張する。 

しかし，宗教行為であることと，これが国の行為に準じるような高度に

公的な機能を有するかは両立しうる。よって宗教行為であることを理由

に，国家と同一視すべきではないという主張は失当である。 

なお，原告らは今後，靖國神社の沿革，戦前及び戦後に行ってきた被告

国との戦没者合祀に関する共同作業，歴代首相の靖國神社参拝に積極的な

受入行為の概要について追って詳細な主張立証を展開する予定である。 

 

 

第９ 憲法判断のあり方について 

 

１ 千葉補足意見および被告国によるブランダイス・ルールの引用は誤っ

ている 

（１）被告国の主張 

被告国は，答弁書（９，１０ページ）において，最高裁判所平成２６

年７月９日第二小法廷決定（裁判所時報１６０７号１ページ）における
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千葉勝美裁判官の補足意見を引用して，「『当事者の主張に対する念の

ための応答として憲法判断を付加的に判示することは，（中略）ブラン

ダイス・ルールないしその精神に照らして疑問があるところといわなけ

ればなら』ず，『上訴審による審査を受ける余地のない形で下級審にお

いて憲法判断がされるという点でも，違憲立法審査権の行使の在り方と

してその当否が問題となる』としている。」と主張し，これを根拠に違

憲の疑いのある行為に憲法を適用することについて抑制的であるべきで

ある旨主張するが，千葉勝美裁判官の補足意見および被告国の主張にお

けるブランダイス・ルールの引用は，同ルールの正しい理解に基づくも

のとは言えない。 

（２）ブランダイス・ルールは違憲状態に対する司法消極主義を指向する

ものではない 

ブランダイス・ルールは，法律が合憲か否かの判断を裁判所が求めら

れている場合において，法律を憲法の趣旨に沿って合憲的に解釈するこ

とができれば，法律の違憲性を判示するまでもなく，むしろ憲法判断を

回避して法律の解釈により紛争を解決すべきであるというものであり，

法律は当然に憲法の趣旨に従って解釈すべきものであるから法律を憲法

の趣旨にそって制限的に解釈することにより憲法の趣旨が反映された形

で紛争が解決できれば憲法判断を判示せずともそれで足りるとする趣旨

である。決して，違憲状態に対して司法が消極的であるべきとのルール

ではない。 

 

２ 福岡地裁判決及び大阪高裁判決の理解も誤っている 

被告国は，ブランダイス・ルールを根拠に，福岡地方裁判所平成１６年

４月７日判決（判例タイムズ１１５７号１２５ページ）及び大阪高等裁判

所平成１７年９月３０日判決（訟務月報５２巻９号２８０１ページ）を批
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判し，「被侵害法益が存在しないと判断した以上，他の権利発生要件であ

る侵害行為に対する判断をする必要はなかったにもかかわらず，これを行

い，被告が上訴審による審査を受ける余地のない形での憲法判断を示した

ものであり，違憲審査の在り方を誤ったものであるからこれらの判決が参

考にならない。」と主張している。 

しかしながら，このような反論は当たらない。恵庭事件判決（札幌地裁

昭和４２年３月２９日判決）についての解説において，芦部信喜元東京大

学教授は，「憲法問題以外の主張について判断することによって訴訟を終

結させることが可能な事件でも，事件の重大性，違憲状態の程度，その及

ぼす影響の範囲，事件で問題にされている権利の性質，憲法判断で解決す

るのと法律解釈ないしその他の理由で解決するのと，その及ぼす影響がい

かに違うかという判決の効果など，総合的に検討した結果十分に理由があ

ると判断した場合は，憲法判断に踏み切ることができる」（憲法判例百選

（Ⅱ）第６版３６５ページ）と述べているが，このように解するのが妥当

であって，上記両判決は裁判所の憲法判断として重要な参考事例である。 

 

３ 原告らの主張を曲解している 

ちなみに，被告国は，「主文の判断に必要であるか否かを問わず憲法判

断を行うことができ，本件についても積極的に憲法判断を行うべきであ

る」と原告が主張しているかのごとく述べているが，原告は裁判所が憲法

判断をすべきときに憲法判断に消極的であってはならないということを

主張したのであって，主文の判断に必要でないときに憲法判断をすべきか

否かを論じたものではない。本件は，主文において，参拝行為が違憲であ

ることを確認する判決を求めているのであるから，主文の判断に憲法判断

は当然必要であるから，憲法判断を避けることがあってはならないと主張

するものである。 
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４ 本件における憲法判断の必要性 

司法が具体的権利義務に関する争いを解決する作用であり，違憲審査権

はその作用の一部として憲法８１条に明記されているが，その具体的権利

義務がどの程度の具体性を要するかは，違憲とされる行為にかかわる事件

の詳細，事件の重大性や違憲状態の程度，その及ぼす影響の範囲，事件で

問題とされている権利の性質等を総合的に考慮して判断すべきである。そ

の意味で本件参拝行為に関連する具体的事実の全容がまず明らかにされ

ることが本件の審理に不可欠である。本件参拝行為が憲法違反とされるべ

きものであるのか，憲法上の権利を侵害する態様のものであるのかを具体

的事実にそって判断することが，具体的権利性の有無の判断のために必要

であり，ひいては司法審査の対象となるべきものか否かの判断に必要であ

る 

 

５ 本件にブランダイス・ルールを適用するのは誤っている 

また，本件は，ある法律の根拠に基づいてなされた行政行為につき当該

根拠法の違憲性が問われたケースではなく，何ら法律的根拠なく行われた

行政権による参拝という行為についてその違憲性が問われているケース

であって，その意味では，法律の合憲的解釈により憲法適用を回避する手

段がそもそも存在しないケースであり，かつ当該行為の違憲確認自体が問

われているという点でも，ブランダイス・ルールはそもそも本件になじま

ない。 

以 上 
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